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【高知県観光活性化ファンド】 

広域連携 DMO（※１）「株式会社ものべみらい」への投資決定について 

～日本初の取組み！地域経営資源の統合を目指す「事業持株会社型 DMO」モデルの構築～ 

 

株式会社地域経済活性化支援機構（以下「機構」という。）のファンド運営子会社であるREVICキャピタル

株式会社（以下「REVICキャピタル」という。）が、株式会社四銀地域経済研究所と共同で運営する「高知県

観光活性化ファンド（以下「本ファンド」という。）」は、株式会社ものべみらい（以下「ものべみらい」という。）

への投資を決定するとともに、REVICキャピタルから同社に対して取締役を派遣することを決定しましたの

で、お知らせいたします。なお、本件は、本ファンドの第１号投資案件となります。 

 

機構は、昨年10月８日に高知県及び株式会社四国銀行との間で締結した「『高知県における観光による

地域活性化』に関する連携協定」に基づいて、「物部川地域」をパイロット地域（南国市・香南市・香美市）に

設定し、関係各所と協議の上、観光を軸とした当地域経済活性化の基本戦略を策定しました。その後、当

基本戦略を受けて、本年６月30日に「物部川DMO協議会」（会長：株式会社西島園芸団地 専務取締役

CEO 岩村大志氏）の発足に至りました。 

 

当機構は、「地域が一つの経営体となることで、自立的・継続的な地域となる」を基本コンセプトに、観光

活性化ファンドを通じた投融資及び取締役・専門家の派遣を実施しており、その取り組みは、日本政府の

「明日の日本を支える観光ビジョン」においても、「目指すべき先進事例」として取り上げられております。 

 

今回の投資では、機構が推進してきた①「発信・集客機能」（地域の魅力を高め、発信し集客アップに繋

げていく）、②「街並み整備機能」（地域の未活用不動産（古民家・廃旅館等）を購入・賃借し宿泊施設や飲

食店等にリノベーションする）に加え、新たに、③「投資・経営支援機能」（地域に分散するヒト・モノ・カネ・情

報の経営資源を統合・整備する）を持つ「事業持株会社型DMO」モデルを構築する点が、日本で初めての

新しい取組みとなります。 

 

物部川地域は、海・山・川の恩恵を受けた豊かな自然等の観光資源が豊富な地域です。また、多様で質の

高い農産物を生産しているエリアでもあります。ものべみらいは、「物部川DMO協議会」の事務局も担いなが

ら、域内の主要観光事業者や農業の６次産業化（※２）を目指す事業者等に対して、投資（資本提携）や業務

提携を行い、専門家による経営支援を実行しながら、「観光」と「６次化」を統合させ、地域一体となった経済

活性化モデルの実現を目指してまいります。 

 
（※１）Destination Management/Marketing Organization の略。特定地域において、観光等の戦略の策定、データ調査・分析、マーケティング、プ

ロモーションなどを一体的に実施する組織体。 
 

（※２）従来の農業者（第１次産業）が、第２次産業（食品加工等）、第３次産業（流通・販売）に取り組み、付加価値を上げることで農業の活性化
や経営の多角化を目指す造語。 
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投資先の概要は以下のとおりです。 

会社名 株式会社ものべみらい 

所在地 高知県南国市（予定） 

代表取締役 古川 陽一郎 

事業内容  物部川流域に所在する観光及び生産・加工事業者に対する投資、経営支援 

 インターネットを通じた観光商品、地域産品・加工品のマーケティング・企画・販売 

 事業者や団体に対するマーケティング等の集客ソリューションの提供            

以 上 

 

【参考資料】 

１．事業持株会社型 DMO/株式会社ものべみらいの概念図 

 地域の観光事業者は中小・零細

企業が多く、世界レベルの厳しい

競争に勝ち抜くためには、地域に

分散する経営資源を統合する必

要があり、観光事業者や農産物６

次化事業者等に対して、ものべみ

らいは投資（資本提携）や業務提

携、専門家による経営支援を実行

し、地域一体の経済活性化を目

指します。 

２．「観光」×「６次化」の統合モデル概念図 

 物部川地域は豊かな自然と、アン

パンマンミュージアム、龍河洞、の

いち動物公園、西島園芸団地、ア

クトランド等ファミリー向けの観光

施設のある地域で、また質の高い

農産物も生産していることから、も

のべみらいは「観光産業」と「６次

化産業」を統合させる経済活性化

モデル実現を目指しています。 

 
 
 
 

 ＜お問い合わせ先・ご相談の連絡先＞ 

株式会社地域経済活性化支援機構 

〒100-0004 東京都千代田区大手町１－６－１ 大手町ビル９階 

 代表：TEL 03-6266-0310 

 地域活性化支援部： TEL 03-6266-0590 


